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【事実の概要】平成二二年二月五日、午後三時四八分ころ、Ａ警察官らは対向車線上で普通乗用自動車を運転する被告人の挙動等に不審事由が
あると認めたことから追尾し、午後三時五〇分ころ、同車を停止させて職務質問を行った。
Ａ警察官らは、被告人について、前科紹介等により薬物関係の前歴があることが判明し、腕に真新しい注射痕があったことや、
手が震える、足ががくがくする等の状況から、規制薬物使用の疑いを強め、尿の任意提出を求めた。これに対して、被告人は、当
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初は仕事の待ち合わせがあると言っていたのに、妊娠中の交際相手が出血したからすぐ行かなければならない等と説明を変えて提出を拒んだ。
Ａ警察官は、上記交際相手に電話して緊急事態ではないことを確認するなどした上、被告人に対し尿の任意提出を求めたが応じ
なかったことから、午後四時三〇分ころ、被告人に対して、強制採尿令状を請求するから待つように言い、令状請求のため一旦警察署に戻 。それまでの間、被告人が自動車に乗り込もうとしたことから、Ａ警察官は、待つように言ったが、立ち去 よう身体を押さえつけたりひっぱったりしたことはなかった。被告人は 後日出頭するから行かせてくれ等と Ａ警察官は、前記の説明状況、言動、前歴等から、被 後に警察署に出頭するとは思われなかったため、強制採尿令状を請求することにし 。
その後、被告人は、自車に近づき彼女のところに行きたいなどと言ったが、Ｂ警察官から尿の任意提出を促されるとこれを拒否
し、午後五時ころ、自動車運転席に乗り込んだ。そこで、他の 官らが近寄って説得する為 被告人車両の前方約二・五メートルにパトカーを駐車し、その後応援のため到着した別の警察官 被告人車両の後方約一〇メートルにパトカーを駐車し、警察官三、 四名が被告人車両の周囲に一 二メートル程離 て待機するなどしていた。
被告人は、その後、自動車運転席で携帯電話で話をしたり、たばこを吸ったりしていたが、同運転席から一メートル程度離れて
待機するＣ警察官に対して、三回ほど「まだ 」など 尋ねたが Ｃ警察官 「待ってろよ」と答えると、それ以上、帰 せてくれ等と求め ことはなかった。
午後七時ころ、 東京簡易裁判所裁判官に対して強制採尿令状請求がされ、 午後七時三五分ころ、 同令状が発付された。Ｄ警察官は、
午後七時五一分ころ、被告人に対し、上記令状を示した上病院に連行し、医師に依頼 て 午後八時四三分ころ、カテ テ を用いた強制採尿手続が行われ、覚せい剤成分が検出された。
弁護人は、警察官が、帰 うとする被告人の自動車を取り囲むなどした上で、違法に四時間以上留め置き、結果として強制採尿
令状が発付され、尿が押収されたものであるから こ ような強制採尿手続 は令状主義を潜脱する重大な違法があ 、その尿の
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鑑定書等は、証拠から排除されなければならないと主張した。
これに対して、原判決は、被告人に対する強制採尿に至る経緯を詳細に認定した上で、規制薬物を使用した場合に尿からこれら
が検出される期間 限られており、被告人の発言には信用性が乏しく、所在不明となるおそれが高いといった本件の状況下においては、警察官らが、強制採尿令状の請求に際し、被告人に令状の発付まで待機するよう求めることは、強制に至らない限り、適法かつ相当であるとした。そして、その待機させた時間は、令状請求 準備に着手し発付を受けて執行するまでの時間として必要な時間を超えるものとはいえず、 「待ってろよ。 」と警察官が述べた後は被告人が強く現場から立ち去る意思を示すことは かった点、有形力の行使に関しても、せいぜい腕に手を回して触る程度のものであった点、警察官らは被告人の移動の際に近寄って説得するため周囲に少し離れて待機して に過ぎない点を指摘した上で、警察官らは、職務質問の開始後、強制採尿令状の執行まで、強制にわたることなく任意に被告人を留め置 たと評価することができるから何 違法、不当な点はないと判断して弁護人の主張を排斥した。
これに対して、原判決には判決に影響を及ぼすことが明らかな訴訟手続の法令違反があるとして被告人側が控訴した。【判決要旨】控訴棄却。東京高裁は、被告人の尿の鑑定書等は違法収集証拠には当たらないと これらに証拠能力を認めた原判決の認定は正当とし
て是認することができるとした上で、以下のように説明を加えた。「本件におけるこのような留め置きの適法性を判断するに当たっては、午後四時三〇分ころ、Ｂ巡査部長が、被告人から任意で尿の提出を受けることを断念し、捜索差押許可状（強制採尿令状。以下「強制採尿令状」ともいう。 ）請求の手続に取りかかっていることに注意しな ればならない。すなわち、強 採尿令状の請求に取りかかった うことは、捜査機関において同令状 請求が
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可能であると判断し得る程度に犯罪の嫌疑が濃くなったことを物語るものであり、その判断に誤りがなければ、いずれその時点を分水嶺として、強制手続への移行段階に至ったとみるべきものである。したがって、依然として任意捜査であることに変わりはないけれども、 そこには、 それ以前の純粋 任意捜査として行われてい 段階とは、 性質的に異なるもの あるとしなければなら い。 」「そこで、以上のような観点に立って、まず、純粋に任意捜査として行われている段階について検討すると、Ｂ巡査部長らが被告人に対して職務質問を開始した経緯や、 被告人の挙動、 腕の注射痕の存在等から尿の任意提出を求めたこと は何ら違法な点はない。そして、注射痕の理由や尿の任意提出に応じられないとする理由が、いずれも虚偽を含む納得しえないものであったことや、後に警察署に出頭して尿を任意提出するとの被告人の言辞も信用できないとして、午後四時三〇分ころの時点で強制採尿令状の請求に取りかかったことも、前記の原判決が認定する事情 下では、当然 成り行きであ て、妥当な判断 いうべきである。 」「そしてこの間の時間は約四〇分間であって、警察官から特に問題とされるような物理力の行使があったようなことも、被告人自身述べていない。これらに照らすと、この間の留め置きは、警察官ら 求め 応じて被告人が任意に職務質問 現場に留まったものとみる きである ら、そこには何ら違法、不当な点は認められない。 」「令状を請求するためには、予め採尿を行う医師を確保することが前提となり、かつ、同令状の発付を受けた後、所定の時間内に当該医師 許に被疑者を連行する必要もある。したがって 令状執行の対象である被疑者の所在確保の必要性には非常に高いがあるから、強制採尿令状請求が行われていること自体を被疑者に伝えることが条件と るが、純粋な任意捜査 場合に比し、相当程度強くその場に止ま よう被疑者に求める とも許されると解される。 」「以上によれば、被告人に対する強制採尿手続に先立ち、被告人を職務質問の現場に留め置いた措置に違法かつ不当な点はないから、尿の鑑定書等は違法収集証拠には当たらないとし 、証拠能力を認め、こ らを採用した原審の訴訟手続に法令違反は い。 」
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【研
　
究】
一
　
はじめに
本件は、職務質問の現場での約四時間にわたる留め置きの後、いわゆる強制採尿令状を執行して得られた尿の鑑定
書の証拠能力についてこれを肯定した事
例
）（
（
である。すなわち、本件現場への留め置きは、強制採尿令状を入手するた
めに行われたものであるが、令状発付前の段階でなされた措置であるため、令状の執行のための必要な処分としても、また、令状 効力として行われたものとして位置づけることもできない。そこで、本件留め置きについては任意捜査として許容されるのかが問われ と
ろ
）（
（
、東京高裁は任意捜査として適法である旨の判断を下した。本判決は、留め
置きを適法とする結論においては原
審
）（
（
と同様であるが、その判断の理由づけに異なる点がみられる。以下では、原審
の理由づけとの相違点に留意しつつ、任意捜査の適法性に関する判断枠組みや具体的な適用例を示した先例との関係から、本件東京高裁の意義 ついて検討する。
二
　
判例の動向
（　
任意処分の限界に関する基準
任意捜査を構成する任意処分が何を意味するのかについて 刑訴法上にも定義規定はなく、判例もこれまで積極的
な定義を示すことはな った。任意処分が非強制処分であること は異論がない め、強制処分の意義が明らかに って初めて任意処分の意味が明らかになる。しかし、刑訴法上強制処分の定義につ ても明確 指針は示されていない。
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ただ、一九七条一項但書が「但し、強制の処分は、この法律に定のある場合でなければ、これをすることができな
い」と規定するのみである。そのため、強制処分の定義について学説が区々分かれていたところ、最高裁としての見解を示したのが最決昭和五一年三月一六
日
）（
（
（
以下、五一年決定と称す）
である。五一年決定は強制処分の定義を示した
だけでなく、併せて、任意捜査の適法性基準についても明示した判例である。五一年決定は、任意取調べ中の被疑者が取調室を退去する を思いとどまらせようと説得するために、警察官が被疑者の腕に手を けた行為の適法性について判断した。すなわち、強制処分を「有形力の行使を伴う手段を意味するものではなく、個人の意思を制圧し、身体、住居、財産等に制約を加え 強制的に、強制的に捜査目的を実現する行為など、特別 根拠規定がなければすることが相当でない手段」と定義づけたうえで、本件におけるような被疑者の腕に手を掛ける行為は強制処分にはあたらない し さらに、任意捜査も何らかの法益侵害を伴うため、 「必要性、緊急性なども考慮したうえ 具体的状況のもとで相当と認め れる限度 において許容されると判示してい 。留め置きの適法性判断 基本的には同様基準によるもの 解される。
もっとも、任意捜査・任意処分という概念は幅広い内容を含むものであり、対象者に対する侵害の程度が低いもの
であるから、強制処分ほどではないとしても、相対的に侵害の程度が強いものまでも含む概念である。そのため、必要性判断や相当性判断が個別的なものとなる傾向が強く るが 「事案の性質、被疑者に対する嫌疑 程度、被疑者の態度等諸般の事情を勘案して、社会通念上相当と認められる方法ないし態様及び限度」内であったか否かで判断することになろう
）（
（
。
（　
留め置きの適法性に関する従来の判例
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最決平成六年九月一六
日
）（
（
（以下、平成六年決定と称す）
は、留め置きに関する唯一の最高裁判例であるが、被告人の
車のエンジンキーを取り上げ、被告人が車に乗り込むのを両脇から抱えて阻止し、警察官四名とパトカー二台で前後をふさぐなどして約六時間半にわたって留め置いたという事例である。最高裁判所は、 「被告人の身体に対する捜索差押許可状 執行が開始されるまでの間、警察官が被告人による運転を阻止し、約六時間半以上も被告人を本件現場に留め置いた措置は、当初は前記の通り適法性を有しており、被告人の覚せい剤使用の嫌疑が濃厚になっていることを考慮しても、被告人に対する任意同行を求めるための説得行為 してはその限度を超 、被告人の移動の自由を長時間にわたり奪った点において、任意捜査として許容される範囲を逸脱したも として違法といわざるを得ない。 」と判示した。もっと 尿鑑定書に関しては、違法の程度が、いまだ令状主義の精神を没却するような重大なものとはいえないとして証拠能力を肯定している。
本件において、エンジンキーを取り上げた行為については、職務質問のための停止行為あるいは道路交通の危険防
止のための応急の措置と評価することができるが 六時間近く現場に留め置 た行為につ 、覚せい剤取締法違反の被疑事実に関する捜査 移行 いると判断し、この措置を な任意捜査であるとした。
その後、下級審において、留め置きに関する類似の事案についての判断が示されてき 。例えば、広島高判平成八年四月一六
日
）（
（
（以下、平成八年判決と称す）
は、警察署への任意同行後、被告人の再三にわ
たる退去の申し出に応じることなく、同行から約一時間半後には令状の請求準備に取 かか るにも拘わらず、計約八時間にわたり被告人を警察署に留め置いてセカンドバッグの開披を求めるなど 措置を継続した事例であるこれに対して、広島高裁は、 「
（本件留め置きは）
被告人の再三にわたる退去の申し出に応じることなく、約八時間にわ
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たり被告人を……警察署に留め置い」たというものであり、 「右のように長時間、退去の申し出に応じることなく被告人を留め置くことは、任意捜査の域を超える疑いが極めて強く、適法な捜査とはいえない」とした。このように、広島高裁は、 留め置きの時間の長さ、 被告人の退去意思に応じなかった点を指摘して、 留め置きを違法としている。 もっとも、鑑定書の証拠能力については、違法 程度が重大でないことを指摘し、これを肯定した。
また、東京高判平成二〇年九月二五
日
）（
（
（以下、平成二〇年判決と称す）
は、職務質問の開始から、およそ三〇分後に
着手された令状請求準備を経て、強制採尿令状が発付・執行されるまで、約三時間にわたり、被告人を職務質問現場に留め置いた措置の適法性が争われた事案であるが、東京高裁は、 「令状の執行が開始されるまでの間に約三時間経過していることに照らすと、そ 留 き措置 被告人に対する任意同行を求めるための説得行為としての限度を超え、被告人の移動の自由を長時間にわたって奪った点において 任意捜査 して許容される範囲を逸脱したも といわざるを得な 」と判示した。
この平成二〇年判決は、職務質問の開始からおよそ三〇分で令状請求準備に着手している点、留め置きの時間が計
三時間と短いこと 留め置きを行うまで 職務質問等の先行行為に違法性が見られない点など、本件と非常に類似した事例であるが、それにも拘わらず、本判決とは異なり、留め置き 違法とした点で注目に値する。その際の判断要素としては、嫌疑の濃さや 交通危険の防止という点も挙げているが、そ 上で被告人が 同行を拒否していることを強調 、留め置きを違法 判断した。
以上見た通り、従来の留め置きの適法性に関する大 かな判断枠組みとしては、事実の性質、被疑者に対する嫌疑
の程度、被疑者の態度等諸般の事情を勘案して、留め置きが社会通念上相当と認められる方 ないし態様及び限度内
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であったか否かを判断している。その際、被疑者側が退去意思や任意同行を拒否する旨の意思を明示している点が違法性判断に大きな意味を持つことになっている。
（　
留め置きの適法性に関する新たなる判例
裁判例の中には、留め置きの適法性を判断するにあたって、令状請求段階に至っている点を重視するものがある。
この点を初めて明示したのは、 東高 平成二一年七月一日
）（
（
（以下、 平成二一年判決と称す）
である。この平成二一年判決は、
警察官が、覚せい剤使用の嫌疑が認められる対象者 つい 、強制採尿令状を請求してその発付 得て執行するため、対象者が取調室から退出しようとするのを阻止して同室内に留め置いたというものである。第一審は、上記留め置き措置を違法としつつ、その違法の程度は令状主義の精神を没却するような重大なものではないことを理由に、その後発付された上記令状に基づいて被告人から採取された尿及びこれに基づく鑑定書の各証拠能力を認めた。しかし 控訴審では、上記留め置き行為等は任意捜査として許容される範囲 未だ逸脱したもの まではみられないからこれを違法とした点で誤りであるものの 誤りは判決に影響 及ぼさない、と判示 である。
その留め置きを適法とした理由付けとして、東京高裁は以下のように示した。 「本件留め置きの任意捜査としての
適法性を判断するに当たっては、本件留め置きが、純粋に任意捜査として行われ 段階と の執行に向けて行われた段階……とからなっていることに留 する必要があり、両者 一括して 断するのは相当 ないと解される」 。 「そこで、以下の検討は、こ 両段階に応じて行うこと」 す との前提を明示 上で、 「本件 、強制採尿令状請求に伴って被告人を留め置く必要性・緊急性は解消されていな ったのであり、他方、留め置いた時間も前記の程度にとどまっていた上、被告人を留め置くために警察官が行使した有形力の態様も前記の程度にとど
四一八
まっていて、 同時に、 場所的な行動の自由が制約されている以外では、 被告人の自由の制約は必要最小限度にとどまって」 おり、 「本件における強制手続へ 移行段階における留め置きも、 強制採尿令状の執行に向けて行われたものであて、いまだ任意捜査として許容される範囲を逸脱したものとまでは見られないものであった」として、第一審においては違法と判断された留め置きについて、高裁は二分論と表現することができる判断枠組みを用いて、違法とはいえないと判示したのである。
これを踏襲する形で、新たな判断枠組みたる二分論を用いた判例が本判決である。本判決は、上述の本判決判旨で
示したように、その文言こそ異なるものの、平成二一年判決と同様、二分論 いう判断枠組みを用いていることは明白である。
平成二一年判決が用いた判断枠組みというのは、留め置きの適法性を検討するにあたって、強制手続移行段階は任
意捜査の領域に属するものではあるが、令状請求以前 純粋任意段階とは性質的に異なるため、両者を一括して判断するのは相当ではなく、各々 段階に応じ その適法性を検討する というものである。また、当然ながら、 「純粋任意段階」及び「強制手続移行段階」の各段階における適法性の判断基準も、 〔判決要旨〕で見た通り 必要性や緊急性、諸事情を鑑みた上 の相当性判断 すなわち任意捜査の適法性 基準を用いていることが て取れる。
三
　
本判決の検討
以上、判例の動向を見てきたが、本判決が、上述の本判決 旨で示したよ に、その文言こそ若干異なるものの、
平成二一年判決と同様の判断枠組みを用いているものといえる。そこで以下にお は、手続を「純粋任意段階」と
四一九
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「強制移行段階」に区別する意義を考慮しながら本判決について検討を加えていく。
（　
本判決と原審
本判決及び原審は、結局のところ両者とも、従来依拠されてきた五一年決定等による任意処分の限界に関する基準
を根底において判断する点においては同質のものである。したがって、本判決は、原審とほとんど同様の適法性判断を用い、同じ結論を導いたにも拘わらず、なぜ改めて判断理由を示したのかが問われることになる。そこで、二分論が純粋任意段階と強制手続移行段階を区別する理由、すなわち、令状を請求する前後で何が異なるのか、という点について検討する。
（　
純粋任意段階と強制手続移行段階の性質の違い
本判決が依拠したと思われる平成二一年判決は、以下のように述べている。「強制採尿令状の請求が検討されるほどに嫌疑が濃い対象者については、強制採尿令状発付後、速やかに同令状が
執行されなければ、捜査上著しい支障が生じることも予想され得ることといえるから 対象者の所在確保の必要性は高く、令状請求によって留め置きの必要性・緊急性が当然に失わ ることにはなら い。 」
また、本判決も、 「強制採尿令状の請求に取りかかったということは、捜査機関において同令状の請求が可能であ
ると判断し得る程度に犯罪の嫌疑が濃くなったことを物語 ものであり、その判断 誤りがなければ、いずれその時点を分水嶺と て 強制手続へ 移行段階に至 とみるべきものである。したがっ 、依然として任意捜査であることに変わりはないけれども、そこには それ以前 純粋に任意捜査として行われてい 段階 は、性質的に異なるものがあるとしなければならない。 」
四二〇
以上の二つの判示から、二分論とは、 「純粋任意段階」と「強制手続移行段階」を嫌疑の程度の違いを根拠として
性質的に異なるものとしているように思える
）（（
（
。
そうすると、任意捜査については捜査比例の原則が及ぶため、嫌疑の濃淡に応じて、警察側の取り得る手段の程度
も変化すること なる。したがっ 、強制採尿令状を入手する段階であれば、覚せい剤取締法等に違反している嫌疑が相当程度強くなってい ということができるため、その場に留まるよう強く説得することも許容されることになのである。このよう 観点からは、手続を「純粋任意段階」と「強制手続移行段階」というふうに区別すること自体に大きな意味はなく、嫌疑の程度に応じて取り得る手段の程度に変化があ ことを明確に示 ことにつながる点に意味があるということになる。
（　
嫌疑の程度という観点から整理する平成六年決定
平成六年決定の事案において、その言動態度から被疑者は覚せい剤の影響下にあることが強く推認できる状況に
あった。最高裁は、 「早期に令状を請求すること く
（中略）
留め置いた措置は違法と言わざるを得ない」としている
が、令状の請求に言及していることから、令状を入手するために現場に留め置いたという事案であれば、別の判断が下された可能性があったことが示唆されているといえよう。
ただし、本件はあくまでも警察官は任意同行に応じるように説得を続けた事案であるため、 「任意同行を求めるた
めの説得行為としての限度」が問われることになる。六時間の留め置きは明らかにその限度を超えており、早期に強制採尿令状を入手する手続を取っていれば、 ここまで現場に留め置くことも行われていなかったであろう事案で 。嫌疑の程度に見合った措置が取られなかった事案との評価も可能であろう。
四二一
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（　
二分論に対する学説からの評価
二分論については、学説から以下のような評価が示されている。例えば、何らかの犯罪に関して嫌疑の高い人物を
そのまま解放するわけにはいかないという社会の要求に応えようと、留め置きをめぐる捜査活動に一つの指針を示したも
の
）（（
（
、警察権の行使はその目的必要性が公共や人権に対する侵害の大きさと比例する限度でなされなければならな
いとする原則を前提に、嫌疑の高まりの程度を令状請求という可視的な基準で示そうと試みたもの
）（（
（
との評価である。
さらには、令状執行のための対象者の所在確保の必要性を、任意処分の適法性判断の際の考慮に含めることができ、
令状請求の準備に取りかかった時点から、令状執行の時点までの間の留め置きを、たとえ数時間に及ぶ場合があったとしても、こ 必要性に基づいて適法と判断できる余地があることを明確に示した点に意義がある。
これに対して、二分論自体の欠陥を指摘する
声
）（（
（
や、その有用性に限界があることを指摘する見
解
）（（
（
もある。例えば、
純粋任意段階と強制手続移行段階と 区別した ころ 、被疑者 退出・退去の意思が強い場合には結局解放することしかできなくなってしまうため、すべての留め置きに対して任意処分の領域内で対応することはできない、という批
判
）（（
（
もその一つである。さらには、強制手続移行段階というラベルを得た留め置きが、任意処分の枠を超え「準強制
処分」へ 姿を変えてしまう危険性があ
り
）（（
（
、強制処分法定主義の理想を後退させるものとなってしまうとの懸念も見
受けられる
）（（
（
。
しかし、前者の批判は、二分論 する批判とは言えない。なぜなら退出・退去の意思が著しく強い場合などには、
結局は被疑者を解放せざる えないとい 結論に至るのは、任意捜査である以上当然だからである。
四二二
（　
本判決の意義
本判決は、令状請求準備着手後の留め置きについて、いわゆる二分論を提示した、平成二一年判決を踏襲した判断
である。さらに本判決は、平成二一年判決よりも一層詳細な二分論の説明を行っている。
また、平成二一年判決は警察署での留め置きの事例であるが 平成二一年判決で示され 考え方が、警察署での留
め置きのみならず、職務質問の現場での留め置きにも適用されることが示された。
加えて、前述した通り、令状請求の準備に取りかかった時点から、令状執行の時点までの間の留め置きを、令状執
行のための対象者の所在確保の必要性に基づいて適法と 断できる余地があることを明確に認めた、平成二一年判決を確認し という点が本判決の意義といえよう。
しかしながら、強制採尿令状を請求している点に着目して、それ以前の段階との性質の違いを強調しているが、従
来任意捜査の適法性を判断する要素として嫌疑の程度は重要な地位を占めていたのであるから、 平成六年決定を含む、従来の に関する判例の流れの中に本判決を位置づけることが 。
最後に、任意捜査としての留め置きという方法による対処が限界に近づいているのではないかとの指摘がなされて
いることを指摘しておく。例えば、平成二〇年判決は立法措置を講じることによる対応を提言してい
る
）（（
（
。また、この
平成二〇年判決と同様、令状入手と留め置きの問題に対 、立法による解決を試み こと 主張する見解も少なくはない
）（（
（
。
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（
（）本判決の紹介・解説として、白取祐司「判批」平成二三年度重要判例解説（ジュリスト一四四〇号）一七九頁、豊崎七絵「判批」判例セレクト二〇一一─Ⅱ（法学教室三七八号別冊付録）三八頁、大澤裕「強制採尿に至る被疑者の留め置き」研修第七七〇号三頁がある。
（
（）尿の任意提出を要求している段階で、特定の犯罪の証拠収集活動に移行したといえるため、警職法上の活動から刑訴法上の捜査に移行したといえる。
（
（）東京地判平成二二年七月七日、判例タイムズ一三七四号二五 頁。
（
（）刑集三〇巻二号一八七頁。
（
（）この判断枠組は任意取調べの適法性に関す 判断枠組み（最決昭和 九年二月 九日、刑集三八巻三号四七九頁）ではあるが、全体事情を総合的に勘案して当該捜査手法の必要性・相当性を判断するという点で、任意捜査の適法性判断に関する基本的な考え方を端的に示しているものといえ そ ため、この思考枠組みを、任意取調べに限定されるものではなく、任意捜査全般に通底する考え方として位置づけた
（
（）刑集四八巻六号四二〇頁。
（
（）高検速報（平八） 一六一
（
（）東高刑時報五九巻一─十二号八 頁。
（
（）東高刑時報六〇巻一─十二号九四 なお、平成二一年 正木 史 法学セミナー六六六号一二四頁、前田雅英「判批」警察学論集六四巻五号一四五頁、松本英俊「判批」速報判例解説（法学セミナー増刊）八号二二五頁、坂田正史「判批」捜査研究六〇巻一〇号六〇頁などがある。
（
（0）これに対して、嫌疑の程度のみを根拠にして両段階が性質的に異なるも と捉え には無理があるとした上で、性質の異なる理由を各段階の目的の違いに求めているとみる見解がある。大澤・前掲注 （
（） 七頁以下。
（
（（）椎橋隆幸「見え難い留め置きの適法性の限界」季刊社会安全七九号一頁。
（
（（）白取・前掲注 （
（） 一八〇頁。
（
（（）豊崎・前掲注 （
（） 三八頁。本判決は、捜査側の事情をピックアップするのみで、対象者の被る不利益については検討の対
象としていないため、評価の妥当性以前に、手法とし 不適切であ との指摘が されている。
四二四
（
（（）大澤・前掲注 （
（） 一四頁。
（
（（）同上。
（
（（）同上。
（
（（）白取・前掲注 （
（） 一八〇頁。
（
（（）「覚せい剤使用の嫌疑が濃厚な被告人らにつき、警察官が令状請求の手続きをとり、その発付を受けるまでの間、自動車による自由な移動をも許容せざるを得ないとすれば、令状の発付を受けてもその意義が失われてしまう事態も頻発するであろう。本件のような留め置きについては、裁判所の違法宣言の積み重ねにより、 抑止を期待するよりは、令状請求手続きをとる間における一時的な身柄確保を可能 らしめるような立法措置 講ずること ほう 好ましい」 。前掲注 （
（） 九〇頁。
（
（（）椎橋・前掲注
（（） 一頁。また、白取祐司「平成二〇年判決・判批」刑事法ジャーナル一七号一〇四頁（二〇〇九年） 、
一一〇頁、大澤・前掲注 （
（） 一五頁。さらに、松山地判平成二二年七月二三日（職務質問の現場での留め置きである本判決
とは異なり、警察署での留め置きの事例に関す もの）に関して、柳川重規「判批」刑事法ジャーナル二七号（二〇一一年）一〇二頁。
（本学大学院法学研究科博士課程後期課程在籍）
